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受動喫煙防止対策に関する事業場の取組状況（規模別） 
・H23→H24で全面禁煙・空間分煙で対策を行っている事業主が大幅に増加。 
・事業場規模が大きいほど、対策は進んでいるが、事業場規模が小さくなるほど、全面禁煙を行っている事業場は多い。 
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【出典】 平成２４年労働者健康状況調査 
• 実施機関  厚生労働省大臣官房統計情報部 （統計法に基づく一般統計調査） 
• 調査の範囲  
  ［事業所］ 約13,000事業所 （常用雇用者を10人以上雇用する民営事業所から層化抽出法により抽出） 
  ［労働者］ 約17,500人    （上記事業所に雇用されている労働者のうちから層化抽出法により抽出） 

・業種によって、取組み状況に差がある。 
・接客系、土木系の業種と製造業について、対策が遅れている傾向にある。 
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受動喫煙防止対策に関する事業場の取組状況（業種別） 



受動喫煙防止対策について  

○受動喫煙を防止するため、事業者及び事業場の実情に応じ適切な措置を講ずる
ことを事業者の努力義務とする。 
○受動喫煙防止対策に取り組む事業者に対し、国は、受動喫煙の防止のための設
備の設置の促進等の必要な援助に努めるものとする。 

【国による支援措置の概要】 

●受動喫煙防止対策助成金  
・助成対象：全ての業種の中小企業事業主 
・助成対象：喫煙室の設置のための費用 
・助成率等：上記費用の１／２（上限200万円） 
            

●受動喫煙防止対策に関する無料相談窓口 

●たばこ煙の濃度等の測定機器の無料貸出 

 
・喫煙室の設置、飲食店の喫煙エリアにおける浮遊粉じんの濃度基準 
 への対応など各種相談について、専門家による無料電話相談を実施。 
・依頼者の希望に応じて、無料実地指導も実施。 
・経営者、人事担当及び安全衛生担当者を対象とした受動喫煙防止対 
 策に関する説明会を実施。            

・職場の空気環境を確認するために、たばこ 
 煙の濃度や喫煙室の換気の状態を測定する 
 機器（粉じん計、風速計）の無料貸し出し 
 を実施。 

９ 



対象となる事業主 
次のすべてに該当する事業主が対象です。 

(1) 労働者災害補償保険の適用事業主であること 
(2) 次のいずれかに該当する中小企業事業主であること 

 
業 種 常時雇用する 

労働者数 資本金 

小売業 
小売業、飲食店、 
配達飲食サービス業   50人以下 5,000万円以下 

サービス業 
物品賃貸業、宿泊業、娯楽業、
医療・福祉、複合サービス
（例：協同組合）など 

100人以下 5,000万円以下 

卸売業 卸売業 100人以下   １億円以下 

その他の業種 
農業、林業、漁業、建設業、 
製造業、運輸業、金融業、 
保険業、不動産業など 

300人以下   ３億円以下 

(3) 一定の基準（喫煙室の入口において、喫煙室内に向かう風速が
0.2m/s以上）を満たす喫煙室を設置（改修も含む）すること 

 

(4) 事業場内において、喫煙室以外を禁煙とすること 
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助成内容 
喫煙室の設置にかかる経費のうち、工費、設備費、備品費、機械装置費などの
経費※の２分の１の額を支給。 
 
 
 
 
 
 

      
 
 
 
 
 
 
※ 要件を満たす喫煙室を設置するために必要なものに限ります。 
 
 

（注意） 
 

  ・支給は事業場単位とし、１事業場につき１回 
  ・同じ事業場で複数の喫煙室を設置する場合は、まとめて１件の申請 
    （１申請の上限額は200万円） 

助成対象経費※ 助成率 上限額 

工費、設備費、備品費、機械装置費など １/２ 200万円 
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 ストレスチェック制度の創設   

【ストレスチェック制度の概要】 

○労働者の心理的な負担の程度を把握するための、医師、保健師等による検査（ストレスチェック）の
実施を事業者に義務づける。ただし、従業員50人未満の事業場については、当分の間努力義務とする。 

○ストレスチェックを実施した場合には、事業者は、検査結果を通知された労働者の希望に応じて医師
による面接指導を実施し、その結果、医師の意見を聴いた上で、必要な場合には、作業の転換、労働時
間の短縮その他の適切な就業上の措置を講じなければならないこととする。 

○国は、ストレスチェックを行う医師、保健師等に対する研修の充実・強化、労働者に対する相談・情
報提供体制の整備に努めるものとする。 

Ａ⑤ 事後措置の実施 

Ａ③ 面接指導の実施 

労働者の同意を得て通知 

結果通知 Ａ② 面接の実 
  施依頼 

医師、保健師等が 
ストレスチェック 

を実施 

医療機関 

相談・情報提供 連携 

Ｂ 相談、指導 

※時間外労働の制限、 
 作業の転換等につ 
 いて意見 

気づき
の促進 
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Ａ① 面接の申出（産業医を通じての申出も可能） 
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※申出を理由とする不利益取扱を禁止 
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業務上の負担と発症とに関連性が考えられる疾病 

過重労働 

セクシュアル 
ハラスメント 

パワー 
ハラスメント 

脳・心臓疾患 精神疾患 
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なぜ長時間労働に陥るのか 

労働時間を適正
に把握しない 

•自己申告制 

•タイムカードの偽装 

•時間外労働の上限設定 

時間外手当の
不払い •違法性の隠匿 

•モラルの欠如 

•労働生産性の低下 
長時間労働 

過重労働による健康障害防止のために 
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